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共に支え合う 
地域の仕組みづくり 

鶴ヶ島市 市民生活部 地域活動推進課 
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助け合い隊 外出支援の様子 鶴二小区 放課後宿題サロン 
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【鶴ヶ島市の地域】 

ガイドマップつるがしま （平成23年3月作成版）より 
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【鶴ヶ島市のコミュニティ】 

     昭和５４年（1979年）    平成２６年（2014年） 

人口   ２９，５３４人   ⇒   ７０，１４２人 

世帯数   ８，４５９世帯  ⇒   ２９，２５９世帯 

自治会数     ５３自治会 ⇒       ８４自治会 

昭和40年代～50年代にかけて、毎年１０％前後の人口増加 

昭和54年4月1日より行政区制度から自治会制への移行 

 ＝ 新住民の急増による地域社会の変貌への対応が急務であった 

明治の大合併以降、合併することなく村から町、町から市へ 
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【自治会の状況】 
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１班あたりの世帯数比較 加入世帯数150世帯以下の小規模な自治会が約半数を

占め、15世帯ほどまでのまとまりで班を構成。 

＝住宅開発とともに自治会が設立されてきた。 

 同じような状況の人々による集合体として存在 

 

（グラフのデータは平成２６年４月現在） 
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【自治会長の状況】 

過去５年の平均在任年数      １．２年 

毎年自治会長が交代している自治会  ４５自治会 

（平成２５年度調べ） 
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会社員 自営業 公務員 無職 その他 

自治会長の職業 

（平成２５年度 鶴ヶ島市コミュニティ協議会アンケートより） 

現役世代が自治会役員を担うことが多かったため、少ない年数で役割を交代し負担を分かち合う

ことが主眼に置かれた自治会運営がスタンダードとなった。（顔役的な役割の不在） 
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【高齢化の推移】 

2000年 

（１２年） 

2005年 

（１７年） 

2010年 

（２２年） 

2013年 

（25年） 

2015年 

（２７年） 

2020年 

（３２年） 

2025年 

（３７年） 

人口（人） 67,638 69,783 71,127 70,198 71,664 71,511 70,565 

高齢者 

人口（人） 
6,319 8,823 12,810 14,831 17,327 19,736 20,342 

高齢化率
（％） 

9.34 12.64 18.01 21.13 24.18 27.60 28.83 

(参考) 

75歳以上
人口 

2,365 

(3.50％) 

3,122 

(4.47％) 

4,262 

(5.99％) 

5,040 

(7.18％) 

6,079 

(8.48％) 

9,027 

(12.62) 

12,236 

(17.34) 

国高齢化
率（％） 

17.34 20.09 23.02 24.66 26.82 29.11 30.31 

※２０１５年以降は国立社会保障・人口問題研究所推計より 

 

２０２５年までの７５歳以上人口の伸び率で鶴ヶ島市は全国３位（３９１．９ｐｔ増） 

6 
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【小学校区ごとの状況】 
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【自治会ごとの高齢化】 

高齢化率が３０％を超える自治会   １０自治会 

もっとも高齢化率の高い自治会    ５０％ 

平成２５年１月調べ 

・自治会内で担い手を確保できない。 

・高齢者が役割を担えず、自治会を脱退。 
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【世帯数の増加】 

過去１０年間の世帯数と人口の推移 

        世帯数         人口 

平成１６年   ２５，９４０世帯    ６８，６０３人 

平成２６年   ２９，２５９世帯    ７０，１４２人 

各年４月１日現在 

   増減   ＋３，３１９世帯    ＋１，５３９人 

＝世帯数が人口を上回って増加。 

 高齢化の進行とともに、世帯の小規模化が進んでいる。 
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【自治会加入率と加入世帯の推移】 
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【自治会館の状況】 

○土地も建物も市の所有    ９（ ９自治会） 

○土地が市の所有      ２２（４３自治会） 

○土地が個人又は法人の所有  ７（１１自治会） 

○公団集合住宅の集会所    ２（ ２自治会） 

○マンションの集会所     ８（ ８自治会） 

○県営住宅の集会所      ４（ ４自治会） 

 合計           ５２（７７自治会）※全８４自治会中 

 

☆地縁による団体の認可実績なし。 
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【地域の課題】 

12 

○ 急速な高齢化への対応 

○ 自治会の加入率低下 

○ 地域の関係性の希薄化 

○ 公共サービスの領域の広がり 

○ 潜在的な地域の担い手の受け皿づくり 
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【行政の動き】 

○第５次鶴ヶ島市総合計画（前期基本計画） 

 期間：平成２３年～平成２７年 

 

○リーディングプロジェクト 「共に支えあう仕組みづくり」 

 【４つの柱】 

   ・推進体制の構築、地域づくりの拠点と人員の配置 

   ・地域福祉の充実に向けた取り組みの促進 

   ・地域の課題を地域で解決し、地域自治を進める仕組みづくり 

   ・地域づくりの担い手の育成 

 

○地域自治・地域支え合い推進担当の新設（～平成２６年３月） 

13 
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【地域の動き、行政等との協働】 

鶴ヶ島第二小学校避難所運営委員会からの提起 

⇒行政と協働で防災活動に取組みたい 

 

◎社会福祉協議会による小地域活動アンケート 

 

◎平成２３年度埼玉県市町村・ＮＰＯ等協働モデル推進事業 

 （新しい公共支援事業） 

地域の多様な主体が連携し、継続的に地域の課題に対応していく 

組織のモデルづくりへ 
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15 
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【地域ごとに特色】 

16 

鶴ヶ島第二小学校区地域支え合い協議会 

避難所運営のための 

組織がスタートとな 

り発足。 

多様な事業を展開。 

昨年法人化。 

（平成２３年設立） 

富士見地区地域支え合い協議会 

地域福祉団体の活動 

がきっかけとなり設 

立。助け合い隊や食 

育活動などを積極的 

に行う。 

（平成２４年設立） 

サザン地域支え合い協議会 

地域の運動会をきっ 

かけに設立。農村地 

域と住宅地の融合、 

自治会や公民館との 

の関わりが強い。 

（平成２５年設立） 

杉下地域支え合い協議会 

地域の民生委員やサ 

ロン活動を行う活動 

者が中心となって設 

立。 

（平成２６年設立） 
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【標準的な組織形態】 

総会 

幹事会 
（理事会） 

事務局 
行政 
社協 

 
 
 

会  員 

委員会 
 

委員会 
 

委員会 
 

委員会 
 

事業計画の 
具現化と実行 

幹事会の 
ハンドリング 

課題提起 
事業提案 
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【行政による支援と位置づけ】 

鶴ヶ島市地域支え合い協議会等補助金（平成２４年度～） 

 

【地域支え合い協議会の定義】 

地域住民が日常の暮らしの中で共に支え合い、助け合いながら地域の課題を地域で解決できる

仕組みづくりを行うため、小学校の通学区域を基本とする地域においてＮＰＯ法人等の市民活

動団体、企業等との連携により組織した団体及びその設立準備を行う組織 

鶴ヶ島市地域支え合い協議会等補助金交付要綱 第１条より抜粋 

 

【補助額（平成２６年度）】 

  運営費補助（一般補助） １，３００，０００円 

  設立補助（指定補助）  １，０００，０００円 

  ※設立補助金は設立初年度に１度限り交付する。 

 

このほか、市社会福祉協議会が「小地域活動組織化推進事業費助成金」として１５万円を 

補助している。 
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【助け合い隊】 

庭木の剪定 

外出の補助 19 

助けてもらったときのお礼を【ありがと

う券】という形に定型化。 

利用者は気軽にお願い事を頼み、協力者

は自分らしく利用者のお手伝いをする事

が出来る。 

その道のプロが行う業務とは違う、地域

の支え合いの関係をつくっていく仕組み

とともに、地域のニーズ把握に効果的な

事業。 

地域支え合い協議会における基本事業と

して実施している。 
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取扱店 

助
け
合
い
隊
事
務
局 

お礼に 
ありがとう券 
を渡す 
（１枚/20分） 

ありがとう券 
販売（１枚２００円） 

1枚150円分の 
品物と交換 協力者 

1枚150円 
 の換金 

【助け合い隊の仕組み】 

20 

掃除 お世話 つきそい 修理 

利用者と協力者の 
つなぎ 

利用者 

できることで利用者の手助け 

連絡 

http://azby.search.nifty.com/imagesearch/search?cflg=%E6%A4%9C%E7%B4%A2&select=2&chartype=1&q=%E8%80%81%E4%BA%BA%E4%BB%8B%E8%AD%B7&tmpl=img_frame_azby&imgurl=http://www.happynew.jp/image2011/KF11_11.jpg&imgrefurl=http://www.happynew.jp/zaitaku01-top.html&h=240&w=180&sz=49.7kB&tbnid=http://msp.c.yimg.jp/image?q=tbn:ANd9GcR5OBp0lSIBUz5x-8r8xbucs990IpoVgStkv-pJ4YrgSQ5-HdJOYDdi2eU:http://www.happynew.jp/image2011/KF11_11.jpg&tbnh=110&tbnw=83&start=20&prev=/imagesearch/search?cflg=%E6%A4%9C%E7%B4%A2&select=2&chartype=1&q=%E8%80%81%E4%BA%BA%E4%BB%8B%E8%AD%B7&start=0&img.fmt=all&img.imtype=color&img.filteradult=no&img.type=all&img.dimensions=all
http://azby.search.nifty.com/imagesearch/search?cflg=%E6%A4%9C%E7%B4%A2&select=2&chartype=1&q=%E8%80%81%E4%BA%BA%E4%BB%8B%E8%AD%B7&tmpl=img_frame_azby&imgurl=http://care-net.biz/img/clip/kj/kj-a001.gif&imgrefurl=http://care-net.biz/01/torino/b33.php&h=214&w=222&sz=11.3kB&tbnid=http://msp.c.yimg.jp/image?q=tbn:ANd9GcSHIDobBkzQqYCji4Lv8vkK3wztONYmAQPtNbXtHN3_zb83aHBp_k2XMg:http://care-net.biz/img/clip/kj/kj-a001.gif&tbnh=103&tbnw=107&start=6&prev=/imagesearch/search?cflg=%E6%A4%9C%E7%B4%A2&select=2&chartype=1&q=%E8%80%81%E4%BA%BA%E4%BB%8B%E8%AD%B7&start=0&img.fmt=all&img.imtype=color&img.filteradult=no&img.type=all&img.dimensions=all
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【助け合い隊からの派生事業】 

【買い物バスツアー】 

自動車などの移動手段を持たない高齢者の、

「大型ホームセンターでゆっくり買い物がし

てみたい」という声から事業化。 

冠婚葬祭事業者との連携により、バスの手配

を容易にし、地域の協力者が付き添い実施。 
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【事業者との連携】 

【高齢者福祉介護セミナー】 

講演会の開催とともに、協議会近隣の福祉施設の事業者と連携。 

それぞれの事業者が（10事業者）がブースを設け、参加者の疑問や相談を直接受け

る。 

平成25年度に鶴ヶ島第二小学校区で開催。今年度も継続して開催予定。 
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【学校との連携】 

23 

【宿題サロン】 

小学校保護者との懇談における「夕食の準備

などで子どもの宿題にゆっくり関われない」

という意見を基に事業化。教員経験者などの

地域の住民が中心となって、放課後に子ども

の宿題のサポートを行う。 
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【防災の取組】 

教室の窓に自治会の名称を掲示。 

災害時には自治会の集合場所とな

り、地域の安否確認などに活用され

る。 

子どもたちの引渡し訓練を自治会と

の間で実施するなどの取組も行われ

る。 

要援護者の救出と受け入れ 

24 
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【法人化に向けた動き】 

 鶴ヶ島第二小学校区地域支え合い協議会における 

 特定非営利活動法人（NPO法人）成立まで 

 

 平成２４年     法人化に向けて協議会内のプロジェクトチームで検討 

 平成２５年 ４月  総会においてＮＰＯ法人化に向けた意思決定 

 平成２５年 ８月  ＮＰＯ法人設立総会開催 

 平成２５年１２月  ＮＰＯ法人として成立 

 

 平成２６年 ３月  法人としての最初の事業として、 

           養命酒製造（株）より 

           環境学習施設「ｅコラボつるがしま」の運営受託 

 平成２６年 ４月  任意団体としての活動を終了し、ＮＰＯ法人へ移行完了 
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 ・法人として責任ある事業活動を行う。 

 ・法の下で徹底した情報公開による事業活動を行う。 

 ・事業委託による事業活動の充実 

  ⇒地域における認知をすすめる。 

 

○ＮＰＯ法人とした理由 

 ・関係者の経験値 

 ・補助金メニュー 

 ・税制面のメリット 

【法人化の理由】 

環境学習施設 

「ｅコラボつるがしま」 
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【今後の展開】 

○役割の公平分担型から担い手づくり型の地域運営へ 

 ・地域支え合い協議会の全市展開 

   ⇒地域課題の把握と事業展開と人材づくり 

   ⇒地域の中でのイメージづくり 

 ・コミュニティビジネス型事業のノウハウ作り 

   ⇒思いを事業化し、事業を継続させるシステムづくり 

 ・補助金の整理 

   ⇒行政として求める事業の明確化 
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○地域支え合い協議会 

  ⇒地域の課題に地域で対応していく組織 

 

  地域のための事業を繰り返していくことで、 

   地域の重要な担い手として認知される。 

 

   地域の意思決定の取りまとめ役へ 

 

＜関連事項＞ 

   ・地域まちづくりセンターと地域自治組織 

   ・地域コーディネーターの立場と役割 

   ・地域社協の構築    

【地域の意思決定の仕組みづくりへ】 
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2014年8月6日  
第2回 都市自治体とコミュニティの協働による 
    地域運営に関する研究会  


